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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
Ｃ：０．０３～０．１０ｍａｓｓ％、
Ｓｉ：０．０５～０．３０ｍａｓｓ％、
Ｍｎ：０．６～１．７ｍａｓｓ％、
Ｐ：０．０１５ｍａｓｓ％以下、
Ｓ：０．０００５～０．００５０ｍａｓｓ％、
Ａｌ：０．００５～０．０６ｍａｓｓ％、
Ｃｒ：０．０５～１．０ｍａｓｓ％、
Ｍｏ：０．２～０．５ｍａｓｓ％、
Ｎｂ：０．００５～０．０５ｍａｓｓ％、
Ｔｉ：０．００５～０．０２ｍａｓｓ％、
Ｎ：０．００３０～０．００６５ｍａｓｓ％、
Ｃａ：０．０００５～０．００３０ｍａｓｓ％を含有し、かつＣａ，ＯおよびＳの含有量
が、下記関係式；
０＜（Ｃａ－（０．１８＋１３０×Ｃａ）×Ｏ）／（１．２５×Ｓ）＜１
を満たして含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる鋼素材を１０５０～１２５
０℃に加熱後、（Ａｒ３＋１００℃）以上の温度域における累積圧下率を５０％以上とし
、仕上げ温度を（Ａｒ３－１００℃）～（Ａｒ３＋１００℃）とする熱間圧延をした後、
冷却速度２～２０℃／ｓｅｃで６００℃以下まで冷却することを特徴とする耐火性および
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溶接継手部靭性に優れる高張力鋼の製造方法。
【請求項２】
上記成分組成に加えてさらに、Ｖ：０．０１～０．０６ｍａｓｓ％、Ｃｕ：０．１～１．
０ｍａｓｓ％およびＮｉ：０．０２～１．５ｍａｓｓ％のうちから選ばれる１種または２
種以上を含有することを特徴とする請求項１に記載の高張力鋼の製造方法。
【請求項３】
上記冷却後の高張力鋼を、さらに７００℃以下の温度で焼戻し処理することを特徴とする
請求項１または２に記載の高張力鋼の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、海洋構造物やラインパイプ、圧力容器などに用いられる降伏強さが414MPa以
上で多層溶接が施される高張力鋼に関し、特に、耐火性および溶接継手部の靭性に優れる
高張力鋼の製造方法にするものである。
【背景技術】
【０００２】
　構造用鋼材は、通常、常温で十分な強度を有するように設計、製造されている。しかし
、鋼の強度は、一般的に温度の上昇に伴い低下し、特に、従来の構造用鋼材は、500℃以
上の高温になると強度低下が大きいことが知られている。そのため、火災等で高温状態に
なることが懸念される構造物、特に、人間が居住する建築物では、高温状態でも構造物が
倒壊しないよう、鋼材にある程度以上の耐火性(高温強度)を持たせることが必要である。
耐火性を付与する手段としては、例えば、特許文献１には、Mo，Ｖ等を添加し、析出強化
により高温強度を高める技術が開示されている。
【０００３】
　また、海洋構造物等に用いられる鋼は、溶接接合により所望の形状の構造物に仕上げら
れる。そのため、これらの鋼には、構造物の安全性の観点から、母材自体の靭性はもちろ
ん溶接継手の溶接部(溶接金属や熱影響部)の靭性にも優れることが要求される。
【０００４】
　ところで、板厚が厚い鋼の溶接は、通常、多層溶接により施工されるが、このような溶
接では、熱影響部は複雑な熱履歴を受けるため、局所脆化域が発生し易く、特にボンド部
(溶接金属と母材との境界)や２相域再熱部(１サイクル目で粗粒となり、２サイクル目で
αとγの２相域に加熱される領域)の靭性の劣化が問題となる。というのは、ボンド部は
、溶融点直下の高温に曝されるため、オーステナイト粒が最も粗大化し、引き続く冷却に
より、脆弱な上部ベイナイト組織に変態し易いからである。また、ボンド部には、ウッド
マンステッテン組織や島状マルテンサイトといった脆化組織も生成するため、靭性はさら
に劣化する傾向にある。
【０００５】
　この問題に対する対策としては、例えば、鋼中にTiＮを微細分散させ、オーステナイト
の粗大化を抑制したり、フェライト変態の核として利用したりする技術が実用化されてい
る。さらに、特許文献２や特許文献３には、希土類元素(REM)をTiと複合添加して鋼中に
微細粒子を分散させることにより、オーステナイトの粒成長を防止し、溶接部の靭性を向
上する技術が開示されている。その他に、Tiの酸化物を分散させる技術やＢＮのフェライ
ト核生成能を酸化物の分散と組み合わせる技術、さらには、CaやREMを添加することによ
り硫化物の形態を制御し、高靭性を得る技術も提案されている。
【０００６】
　一方、２相域再熱部、即ち最初の溶接時に溶融点直下の高温に曝され、続く重ね溶接時
の再加熱によりフェライトとオーステナイトの２相域となる領域は、ボンド部以上に脆化
する傾向がある。これは、２パス目以降の再加熱により、オーステナイト領域に炭素が濃
化し、これが冷却中に、島状マルテンサイトを含む脆弱なベイナイト組織を生成し、靭性
を劣化させるからである。この対策として、特許文献４には、低Ｃ、低Si化することによ
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り島状マルテンサイトの生成を抑制し、さらにCuを添加することにより母材強度を高める
技術が開示されている。
【特許文献１】特開平5-311324号公報
【特許文献２】特公平03-053367号公報
【特許文献３】特開平60-184663号公報
【特許文献４】特開平05-186823号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　一般に、耐火性の改善に有効な析出強化は、鋼の靭性を著しく低下させることが知られ
ている。そのため、海洋構造物等に用いられる鋼のように母材および溶接部に対して厳し
い低温靭性が要求される鋼に対して、耐火性の向上を図るために析出強化を用いた場合に
は、靭性を大きく劣化させることになる。そのため、従来、耐火性と母材および溶接部の
低温靭性とを共に兼ね備えた鋼は存在していなかった。
【０００８】
　本発明の目的は、従来技術が抱える上記問題点を解決し、母材の強度や靭性および溶接
熱影響部の靭性に優れると共に、従来鋼では考慮されていなかった耐火性にも優れる高張
力鋼を有利に製造する方法を提案することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　発明者らは、高張力鋼の溶接熱影響部の靭性を向上させつつ母材の高温強度をも向上す
ることができる方法について鋭意検討を行った。その結果、TiＮのピンニング効果に加え
てさらに、硫化物の形態制御のために添加しているCaの添加量を適正範囲にすることによ
り、溶接熱影響部の組織を微細にし、耐火性を向上させるために添加するMo等の元素の悪
影響を緩和でき、ひいては、母材の耐火性と溶接熱影響部の靭性との両立が図られること
を見出した。さらに、母材の強度靭性に及ぼす圧延条件の影響について検討したところ、
圧延温度、冷却速度および冷却停止温度を制御すれば、母材の強度靭性に優れた高張力鋼
を製造できることを見出した。
【００１０】
　上記知見に基き開発された本発明は、Ｃ：０．０３～０．１０ｍａｓｓ％、Ｓｉ：０．
０５～０．３０ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．６～１．７ｍａｓｓ％、Ｐ：０．０１５ｍａｓｓ
％以下、Ｓ：０．０００５～０．００５０ｍａｓｓ％、Ａｌ：０．００５～０．０６ｍａ
ｓｓ％、Ｃｒ：０．０５～１．０ｍａｓｓ％、Ｍｏ：０．２～０．５ｍａｓｓ％、Ｎｂ：
０．００５～０．０５ｍａｓｓ％、Ｔｉ：０．００５～０．０２ｍａｓｓ％、Ｎ：０．０
０３０～０．００６５ｍａｓｓ％、Ｃａ：０．０００５～０．００３０ｍａｓｓ％を含有
し、かつＣａ，ＯおよびＳの含有量が、下記関係式；
０＜（Ｃａ－（０．１８＋１３０×Ｃａ）×Ｏ）／（１．２５×Ｓ）＜１
を満たして含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる鋼素材を１０５０～１２５
０℃に加熱後、（Ａｒ３＋１００℃）以上の温度域における累積圧下率を５０％以上とし
、仕上げ温度を（Ａｒ３－１００℃）～（Ａｒ３＋１００℃）とする熱間圧延をした後、
冷却速度２～２０℃／ｓｅｃで６００℃以下まで冷却することを特徴とする耐火性および
溶接継手部靭性に優れる高張力鋼の製造方法である。
【００１１】
　本発明の鋼素材は、上記成分組成に加えてさらに、Ｖ：0.01～0.06mass％、Cu：0.1～1
.0mass％およびNi：0.02～1.5mass％のうちから選ばれる１種または２種以上を含有する
ことを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明は、上記冷却後の高張力鋼を、さらに700℃以下の温度で焼戻し処理する
ことを特徴とする。
【発明の効果】
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【００１３】
　本発明によれば、母材の常温強度や高温(600℃)強度ならびに靭性が良好で、しかも溶
接熱影響部の靭性にも優れる、降伏強さが414MPa以上、引張強さが517MPa以上(ＡＰＩ規
格２Ｗ－６０)の高張力鋼を安価に製造することができる。その結果、建築物や海洋構造
物等の大型化や安全性向上、施工能率の向上に大いに寄与する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　次に、本発明において、各成分の組成範囲を限定した理由について説明する。
Ｃ：0.03～0.10mass％
　Ｃは、構造用鋼としての必要な強度を得るためには、0.03mass％以上含有させる必要が
ある。一方、多過ぎると、溶接部の靭性低下を招くので、上限を0.10mass％とする必要が
ある。好ましくは、0.04～0.09mass％である。
【００１５】
Si：0.05～0.30mass％
　Siは、脱酸成分として0.05mass％以上添加する必要があり、一方、0.30mass％を超える
と、多層盛溶接部の靭性を劣化させるため0.30mass％以下に制限する必要がある。
【００１６】
Mn：0.6～1.7mass％
　Mnは、母材の強度を確保するために0.6mass％以上添加する必要がある。一方、1.7mass
％を超えると、溶接部の靭性を著しく劣化させるため、1.7mass％以下とする必要がある
。好ましくは、0.8～1.6mass％である。
【００１７】
Ｐ：0.015mass％以下
　Ｐは、0.015mass％を超えると、溶接部の靭性を劣化させるため、0.015mass％以下に制
限する。好ましくは、0.012mass％以下である。
【００１８】
Ｓ：0.0005～0.0050mass％
　Ｓは、0.0050mass％を超えて含有すると、母材および溶接部の靭性を劣化させるため、
0.0050mass％以下とする。好ましくは、0.0040mass％以下である。一方、Ｓが0.0005mass
％未満では、ＨＡＺの組織微細化に有効な硫化物の量を確保できないので、Ｓは0.0005ma
ss％以上とする。
【００１９】
Al：0.005～0.06mass％
　Alは、溶鋼を脱酸するために、0.005mass％以上含有させる必要があり、一方、0.06mas
s％を超えて含有すると、母材の靭性を低下させるとともに、溶接時の希釈により溶接金
属部に混入して靭性を劣化させるため、0.06mass％以下に制限する必要がある。
【００２０】
Cr：0.05～1.0mass％
　Crは、鋼の常温および高温での強度上昇に有効に作用するが、その効果を得るためには
0.05mass％以上添加する必要がある。一方、1.0mass％を超える添加は、靭性を劣化させ
る。よって、Crは、0.05～1.0mass％の範囲で添加する。
【００２１】
Mo：0.2～0.5mass％
　Moは、焼入性を向上すると共に、析出強化等により鋼の強度を上昇させる有効な元素で
あり、特に、中・高温強度の上昇に対して有効である。一方、大量の添加は、コスト上昇
になる上、溶接性の劣化を招くため、0.2～0.5mass％の範囲に制限する。
【００２２】
Nb：0.005～0.05mass％
　Nbは、鋼の常温および高温強度の向上に有効であるが、その効果を得るには0.005mass
％以上添加する必要がある。一方、0.05mass％を超える添加は、溶接部の靭性を劣化させ
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る。よって、Nbは0.005～0.05mass％の範囲で添加する。
【００２３】
Ti：0.005～0.02mass％
　Tiは、凝固時にTiＮとなって析出し、溶接部におけるオーステナイトの粗大化を抑制す
ると共に、フェライト変態核となってフェライト粒を微細化し高靭性化に寄与する。0.00
5mass％未満ではその効果が少なく、一方、0.02mass％を超えると、TiＮ粒子の粗大化に
よって期待した効果が得られなくなる。
【００２４】
Ｎ：0.0030～0.0065mass％
　Ｎは、TiＮを必要量確保するために必要であり、十分なTiＮ量を得るためには0.0030ma
ss％以上含有することが必要である。一方、0.0065mass％を超えると、溶接時の加熱によ
ってTiＮが溶解する温度領域における固溶Ｎ量が増加し、靭性を著しく低下させるため、
0.0065mass％以下に制限する。
【００２５】
Ca：0.0005～0.0030mass％
　Caは、Ｓを固定して靭性を改善する元素である。このような効果を発揮させるためには
、少なくとも0.0005mass％含有することが必要である。しかし、0.0030mass％を超えて含
有してもその効果が飽和するため、Caの添加量は、0.0005～0.0030mass％の範囲とする。
【００２６】
０＜（Ｃａ－（０．１８＋１３０×Ｃａ）×Ｏ）／（１．２５×Ｓ）＜１
　Ｃａ，ＯおよびＳは、高温でも溶解しないフェライト変態生成核を微細分散させるため
には、次式；
　０＜（Ｃａ－（０．１８＋１３０×Ｃａ）×Ｏ）／（１．２５×Ｓ）＜１
　ここに、Ｃａ，Ｏ，Ｓ：各元素の含有量（ｍａｓｓ％）
の関係を満足するよう含有する必要がある。上記式における、（Ｃａ－（０．１８＋１３
０×Ｃａ）×Ｏ）／（１．２５×Ｓ）は、硫化物形態制御に有効なＣａ濃度とＳとの原子
濃度の比を示す値であり、硫化物の形態を推定することができる（拝田他、「鉄と鋼」、
日本鉄鋼協会、第６６年（１９８０）、第３号、ｐ．３５４～３６２）。この式を満たし
た場合には、硫化物の析出物は、ＣａＳ上にＭｎＳが析出した複合硫化物の形態となる。
一方、（Ｃａ－（０．１８＋１３０×Ｃａ）×Ｏ）／（１．２５×Ｓ）≦０の場合には、
ＣａＳが晶出しないため、Ｓは、ＭｎＳ単独の形態で析出する。このＭｎＳは、鋼板圧延
時に伸長されて、母材の靭性の低下を引き起こすとともに、本発明の主眼である溶接熱影
響部でのα変態生成核の微細分散が達成されない。逆に、１≦（Ｃａ－（０．１８＋１３
０×Ｃａ）×Ｏ）／（１．２５×Ｓ）の場合には、Ｓが完全にＣａによって固定され、フ
ェライト生成核として働くＭｎＳがＣａＳ上に析出しないため、複合硫化物がα生成核と
して十分な機能を発揮しない。よって、（Ｃａ－（０．１８＋１３０×Ｃａ）×Ｏ）／（
１．２５×Ｓ）は、０超え１未満の範囲とする。好ましくは０．２～０．８の範囲である
。
【００２７】
　本発明では、上記の必須成分に加えてさらに、強度および靭性を高めるために、Ｖ，Cu
およびNiから選ばれる１種または２種以上を含有させることができる。
Ｖ：0.01～0.06mass％
　Ｖは、微量の添加であっても高温強度の上昇に有効であるが、その効果を得るには0.01
mass％以上の添加が好ましい。一方、過剰の添加は、溶接部の靭性を劣化させるので、0.
06mass％以下とすることが好ましい。
【００２８】
Cu：0.1～1.0mass％
　Cuは、母材強度の上昇に有効であるが、その効果を得るには0.1mass％以上添加するこ
とが好ましい。一方、1.0mass％を超えると熱間脆性を生じ、鋼板の表面性状を劣化させ
るので、上限は1.0mass％とすることが好ましい。
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【００２９】
Ni：0.02～1.5mass％
　Niは、常温強度および低温靭性の向上に有効であるが、その効果を得るには0.02mass％
以上の添加することが好ましい。一方、過剰の添加は、コストの増加を招くので上限は1.
5mass％とするのが好ましい。
【００３０】
　次に、本発明の製造条件について鋭明する。
　上記組成の溶鋼を、転炉、電気炉、真空溶解炉等の通常の方法で溶製し、連続鋳造法、
造塊-分塊圧延法などの通常の方法でスラブ等の鋼素材とする。この素材を以下の工程に
より高張力鋼を製造する。
　まず、上述した成分組成に調整した鋼素材を、1050～1250℃の温度範囲に加熱する。10
50℃以上に加熱するのは、鋳造欠陥を圧着させるためである。しかし、1250℃を超える温
度に加熱すると、TiＮが粗大化して溶接部の靭性の劣化を招くため、加熱温度は1250℃以
下に規制する必要がある。
【００３１】
　鋼素材を上記温度に加熱後、(Ａr3＋100℃)以上の温度域における累積圧下率を50％以
上とする熱間圧延を行う必要がある。この温度域で上記圧延を施すことにより、素材中央
部に発生した鋳造欠陥を圧着できると共に、オーステナイト粒の再結晶を促進して組織を
微細化し、ひいてはフェライト組織の微細化を達成し、優れた靭性を確保することができ
る。しかし、累積圧下率が50％未満であると、鋳造欠陥が圧着しなかったり、あるいは、
加熱時の異常粗大粒が残存したりして、母材の靭性に悪影響を及ぼす。
【００３２】
　上記(Ａr3＋100℃)以上の温度域における熱間圧延に引き続き、仕上圧延温度を(Ａr3－
100℃)～(Ａr3＋100℃)の範囲とする熱間圧延を行った後、冷却速度２～20℃/secで600℃
以下まで冷却し、その後、空冷する。
　仕上圧延温度を、(Ａr3－100℃)～(Ａr3＋100℃)の範囲とする理由は、(Ａr3＋100℃)
超えの温度で圧延を終了した場合には、粗大なオーステナイト粒が残存するため板厚中央
部の靭性が劣化する。一方、(Ａr3－100℃)未満の温度で圧延を終了した場合には、鋼板
表面のフェライト粒が加工歪を受けて硬化し、表面の靭性が劣化するためである。また、
熱間圧延後の冷却速度を２～20℃/secとする理由は、２℃/sec未満では、フェライト分率
が増加するため母材の強度が大きく低下するからであり、一方、20℃/sec超えでは、鋼板
表面が著しく硬化し、靭性が低下するためである。さらに、冷却停止温度を600℃以下と
する理由は、600℃超えで冷却を停止した場合には、フェライト分率が増加するため、母
材の強度が大きく低下するからである。
【００３３】
　また、本発明では、鋼板の残留応力の低減を目的とし、上記した冷却後、700℃以下の
温度で焼戻し処理を施すことが好ましい。この効果を得るためには、焼戻し温度は500℃
以上であることが好ましく、一方、700℃を超えると各種炭化物が析出して粗大化し、そ
の後の高温強度を確保することが難しくなる。より好ましい焼戻し温度は、500～650℃で
ある。
【実施例１】
【００３４】
　表１に示す種々の成分組成に調整した鋼を溶製し、鋼スラブとした後、この鋼スラブを
、表２に示す条件で熱間圧延を行い板厚40～75mmの厚鋼板を製造し、その後、焼戻し処理
を行った。かくして得られた各厚鋼板について、引張試験及びシャルピー試験を実施した
。引張試駿片は、各鋼板の板厚１/４位置から、引張方向が圧延方向に対して垂直方向に
平行になるようＪＩＳ４号引張試験片(丸棒)採取し、常温および600℃の高温における降
伏強さＹＳ、引張強さＴＳを求めた。また、シャルピー衝撃試験片は、各鋼板の板厚中央
部から、長さ方向が圧延方向に対して垂直方向に平行になるようＪＩＳ４号衝撃試鹸片を
採取し、－40℃における吸収エネルギーを求めた。また、各鋼板の溶接熱サイクル後の靭
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性を評価するために、幅80mm×長さ80mm×厚み15mmの試験片を採取し、この試験片を1400
℃に加熱後、800～500℃の冷却時間を40sec(サブマージアーク溶接での入熱量約40kJ/cm
相当)とする熱サイクルを付与した後、この試験片から上記と同様にしてＪＩＳ４号衝撃
試験片を採取してシャルピー衝撃試験を実施し、延性脆性破面遷移温度vＴrsを測定した
。
【００３５】
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【表１】

【００３６】
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　上記測定の結果を、表２中に併記して示した。本発明の条件を満たすNo.１～６は、い
ずれも、常温における降伏応力が414MPa以上、引張り強さが517MPa以上(ＡＰＩ規格２Ｗ
－６０)、－40℃における衝撃吸収エネルギーvＥ-40℃が200J以上の特性を有しており、
母材の常温強度、靭性が共に優れていることがわかる。また、常温の降伏応力に対する60
0℃における降伏応力の比は53(56)％以上であり高温強度にも優れている。さらに再現熱
サイクルによるＨＡＺ部の靭性も、延性脆性破面遷移温度(vＴrs)が－20℃以下と優れた
溶接熱影響部靭性を有する鋼材となっている。これに対して、本発明の範囲を外れる比較
例(No.７～３０)は、母材の降伏応力、引張り強さおよびvＥ-40℃、600℃における降伏応
力、もしくは、再現ＨＡＺのvＴrsのいずれか１つ以上が本発明例と比較して劣っており
、母材部の強度、靭性や高温強度および溶接熱影響部の靭性が共に優れた鋼となっていな
い。
【００３７】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【００３８】
　本発明により、耐火性と溶接部の靭性に優れた構造用の高張力鋼の製造が可能となる。
そのため、耐火性が十分ではない従来鋼では、火災時の構造物の倒壊を防止するために、
耐火被覆等の余分なコストが必要であったが、本発明鋼では、これを省略することができ
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